
神奈川県監査委員公表第７号

監査の結果に関する報告について

地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第７項の規定に基づく監査を実施し、監査の結果に

関する報告を決定したので、同条第９項の規定により次のとおり公表する。

平成25年４月30日

神奈川県監査委員 真 島 審 一

同 髙 岡 香

同 長 峯 徳 積

同 持 田 文 男

同 鈴 木 ひでし

第１ 監査の種別及び実施団体数

財政的援助団体等の監査を28団体について実施した。

第２ 監査実施期間

平成24年10月26日から同年12月28日まで

第３ 財政的援助団体等の範囲

ア 県が資本金、基本金その他これに準ずるものの４分の１以上を出資している団体

イ 県が補助金等の財政的援助を与えている団体

ウ 県が借入金の元金又は利子の支払を保証している団体

エ 県が公の施設の管理を行わせている団体

第４ 監査の結果

平成23年度における財政的援助団体等の出納その他の事務の執行で、補助金等の財政的援助、

出資、保証又は公の施設の管理業務に係るものについて監査した次の28団体のうち、11団体に

おいて指摘事項が認められた。

１ 指摘事項が認められた団体（11団体）

(1) 公益社団法人青年海外協力協会・株式会社金港美装

ア 監査実施日

平成24年12月28日（平成24年10月30日及び31日職員調査）

イ 事業の概要

指定管理者として、神奈川県立地球市民かながわプラザの管理運営業務を行っている。

ウ 監査の対象

県は次のとおり平成23年度において指定管理者として施設管理を行わせたので、これ

に係る出納その他の事務の執行を監査した。

指定管理者による管理業務

指定管理施設名 指定管理料等



円

神奈川県立地球市民かながわプラザ 指定管理料 259,579,000

利用料金収入 26,742,735

エ 指摘事項

次のとおり誤りがあり、事務処理が著しく不適切であった。

(ｱ) 契約事務において、業務を委託するに当たり、神奈川県立地球市民かながわプラザ

の管理に関する基本協定書に定める委託予定業務一覧表を、事前に県に提出していな

かった。また、管理業務に係る経理をその他の業務に係る経理と区分して整理してい

なかった。

(ｲ) 物品管理事務において、平成23年度における神奈川県立地球市民かながわプラザの

管理に関する年度協定書の別表で定める管理物品の中に、所在を確認できないものが

あった。

(2) 神奈川県森林組合連合会

ア 監査実施日

平成24年12月28日（平成24年10月23日職員調査）

イ 事業の概要

会員森林組合の指導及び広域合併の推進事業のほか、県産木材を主とした受託販売、

間伐材の有効利用による杭丸太の生産加工販売事業、森林整備に関する調査・測量・設

計等の受託事業、林業関係資機材の販売事業等を行っている。

ウ 監査の対象

県は次のとおり平成23年度において財政的援助を行ったので、これらに係る出納その

他の事務の執行を監査した。

(ｱ) 補助金

名称 補助額

円

生産指導活動事業費補助金 13,300,000

地域林業再生促進事業費補助金 7,594,000

森林整備加速化・林業再生事業補助金 5,850,000

県産木材高度利用促進事業費補助金 3,489,000

木材生産協定推進事業費補助金 2,602,000

計 32,835,000

(ｲ) 貸付金

名称 前年度末残高 平成23年度 年度末残高



貸付額 償還額

円 円 円 円

恩賜記念林業振興資 0 23,000,000 23,000,000 0

金貸付金

(木材共販事業資金

貸付金)

41,000,000 40,000,000 41,000,000 40,000,000
恩賜記念林業振興資

金貸付金 45,000,000 46,000,000 45,000,000 46,000,000
(経営資金貸付金)

2件

計 86,000,000 109,000,000 109,000,000 86,000,000

エ 指摘事項

予算の執行において、県が間接補助する木材生産協定推進事業費補助金の執行に当た

り、補助額の算定方法を誤ったため、平成21年度から23年度までに、９件、9,000円を

過大に交付していた。また、補助金交付要領に定める期日までに補助金を交付しておら

ず、事業が完了する前に県に実績報告書を提出していた。

(3) 社会福祉法人神奈川県総合リハビリテーション事業団

ア 監査実施日

平成24年11月26日（平成24年10月16日から同月19日まで職員調査）

イ 事業の概要

心身に障害を有する人々に対し、残存機能の回復のための総合的な訓練を一貫して行

って早期社会復帰を図るとともに、地域の福祉、保健・医療への協力などを実施してい

る。

ウ 監査の対象

県は次のとおり出資しており、平成23年度において財政的援助等を行ったので、これ

らに係る出納その他の事務の執行を監査した。

(ｱ) 出資

基本金 県の出資額 県の出資割合

円 円 ％

27,000,000 10,000,000 37.0

(ｲ) 補助金

名称 補助額



円

厚木看護専門学校運営費補助金 211,191,110

社会福祉法人神奈川県総合リハビリテーション 796,755,000

事業団補助金

計 1,007,946,110

(ｳ) 指定管理者による管理業務

指定管理施設名 指定管理料等

円

神奈川県総合リハビリテーションセンター 指定管理料 4,581,873,000

七沢療育園 利用料金収入 6,028,517,605

七沢学園

七沢更生ライトホーム

神奈川リハビリテーション病院

七沢リハビリテーション病院脳血管センター

エ 指摘事項

次のとおり誤りがあり、事務処理が著しく不適切であった。

(ｱ) 収入事務において、現金領収に当たり、神奈川県総合リハビリテーション事業団財

務規程施行規則に基づく領収書を納入者に交付していなかった。また、現金出納簿の

記載に当たり、受入日を実際に領収した日とは異なる日付としていた。

(ｲ) 庶務事務において、概算払いによる旅費の精算に当たり、精算に必要な書類の提出

を求めず、確認が不十分のまま処理されているものがあった。また、航空賃の算定を

誤ったため、１件、2,400円を過少に、１件、400円を過大に支給しているものがあっ

た。

(4) 地方独立行政法人神奈川県立病院機構

ア 監査実施日

平成24年11月14日（平成24年10月４日、５日及び９日職員調査）

イ 事業の概要

神奈川県における保健医療施策として求められる高度・専門医療等の提供、地域医

療の支援等を行うことにより、県内医療水準の向上を図り、もって県民の健康の確保

及び増進に寄与するため、病院を設置し、これを運営している。

ウ 監査の対象

県は次のとおり出資しており、平成23年度において財政的援助を行ったので、こ

れらに係る出納その他の事務の執行を監査した。

(ｱ) 出資

資本金 県の出資額 県の出資割合



円 円 ％

13,556,701,044 13,556,701,044 100.0

(ｲ) 補助金

名称 補助額

円

感染症指定医療機関運営事業費補助金（足柄上病院） 8,656,000

神奈川県新人看護職員研修補助金（足柄上病院） 368,000

神奈川県子育てを応援するまちづくり推進事業費補 178,000

助金（足柄上病院）

神奈川県周産期救急医療事業費補助金（患者受入事 14,265,000

業）（こども医療センター）

神奈川県周産期救急医療事業費補助金（日中一時支 526,000

援事業）（こども医療センター）

神奈川県新人看護職員研修補助金（こども医療セン 241,000

ター）

神奈川県地域医療再生計画事業費補助金（こども医 3,333,000

療センター）

地域支え合い体制づくり事業費補助金（こども医療 20,541,000

センター）

神奈川県精神科救急医療施設運営費補助金（芹香病 16,016,123

院）

神奈川県新人看護職員研修補助金（芹香病院） 332,000

神奈川県地域自殺対策緊急強化交付金事業費補助金 1,301,000

（芹香病院）

がん診療連携拠点病院機能強化事業費補助金（がん 23,400,000

センター）

神奈川県新人看護職員研修補助金（がんセンター） 347,000

神奈川県新人看護職員研修補助金（循環器呼吸器病 442,000

センター）

計 89,946,123

(ｳ) 負担金

名称 負担額

円



運営費負担金 11,236,169,840

(ｴ) 貸付金

名称 前年度末残高 平成23年度 年度末残高

貸付額 償還額

円 円 円 円

移行前地方債 28,022,887,387 0 2,330,215,610 25,692,671,777

償還債務

地方独立行政

法人神奈川県 854,000,000 3,144,000,000 0 3,998,000,000

立病院機構貸

付金

計 28,876,887,387 3,144,000,000 2,330,215,610 29,690,671,777

エ 指摘事項

次のとおり誤りがあり、事務処理が著しく不適切であった。

(ｱ) 契約事務において、委託契約に基づく提出書類を受託者から受領していないものが

あった。

(ｲ) 財産管理事務において、賃貸借契約により借り受けていたコンピュータ関連機器の

返却に当たり、一部所在の確認ができず、損害賠償請求により16,800円を支払って

いるものがあった。また、賃貸借契約に定められた、機器内のデータを消去したこと

を証する書面の所在が不明であった。

(ｳ) 庶務事務において、職員の通勤手当の支給に当たり、通勤方法の変更に伴う支給済

通勤手当の精算をしなかったため、１件、41,080円を過大に支給していた。

(5) 社会福祉法人神奈川県社会福祉協議会

ア 監査実施日

平成24年10月30日（平成24年９月26日から同月28日まで職員調査）

イ 事業の概要

地域福祉の増進を図ることを目的として、県における社会福祉事業の能率的運営と組

織的活動を行っている。

ウ 監査の対象

県は次のとおり平成23年度において財政的援助を行ったので、これらに係る出納その

他の事務の執行を監査した。

(ｱ) 補助金

名称 補助額



円

神奈川県社会福祉協議会運営費補助金 306,277,000

かながわボランティアセンター事業費補助金 3,649,000

権利擁護相談事業費補助金 16,354,000

福祉サービス利用援助事業費補助金 143,376,000

かながわ福祉推進センター事業費補助金 522,000

神奈川県地域支え合い体制づくり事業費補助金 2,264,000

生活福祉資金貸付償還金利子補給費補助金 1,179,001

福祉サービス苦情解決事業費補助金 22,050,000

福祉サービス第三者評価推進事業費補助金 13,781,000

障害者グループホーム等第三者評価受審支援事 2,320,000

業費補助金

緊急雇用創出事業臨時特例基金（住まい対策拡 529,874,000

充等支援事業分）補助金

生活福祉資金貸付事業費補助金 154,820,000

計 1,196,466,001

(ｲ) 損失補償

名称 補償限度額

円

社会福祉法人神奈川県社会福祉協議会の資金借 6,146,890,058

入れに伴う金融機関に対する損失補償

エ 指摘事項

契約事務において、不用となった物品を処分するに当たり、障害者地域作業所への無

償譲渡であるにもかかわらず、産業廃棄物の処理委託としているものがあった。

(6) 社会福祉法人かながわ共同会

ア 監査実施日

平成24年11月22日（平成24年10月10日から同月12日まで及び同月15日職員調査）

イ 事業の概要

指定管理者として、秦野精華園、厚木精華園、愛名やまゆり園及び津久井やまゆり園

の管理運営業務を行っている。

ウ 監査の対象

県は次のとおり平成23年度において指定管理者として施設管理を行わせたので、これ

に係る出納その他の事務の執行を監査した。

指定管理者による管理業務



指定管理施設名 指定管理料等

円

秦野精華園 指定管理料 202,733,000

利用料金収入 463,200,234

厚木精華園 指定管理料 249,509,000

利用料金収入 477,561,436

愛名やまゆり園 指定管理料 391,882,000

利用料金収入 541,152,711

津久井やまゆり園 指定管理料 602,867,000

利用料金収入 737,098,894

計
指定管理料 1,446,991,000

利用料金収入 2,219,013,275

エ 指摘事項

次のとおり誤りがあり、事務処理が著しく不適切であった。

(ｱ) 予算の執行において、津久井やまゆり園及び愛名やまゆり園の指定管理料に係る経

費の配分の変更に当たり、経費毎の執行状況を容易に把握できる仕組が整えられてい

なかった結果、年度協定書の規定に反し、県の承認を受けずに変更しているものがあ

った。

(ｲ) 収入事務において、施設等間の現金取引に当たり、社会福祉法人かながわ共同会経

理規程に反し、領収書の授受がされていないものがあった。また、領収した現金を現

金出納帳に記載していないもの、現金を領収した日から５日以内に取引金融機関に預

けていないものがあった。

(ｳ) 会計事務処理において、経理規程に基づく小口現金の精算を不足の都度行っていな

かった。

(ｴ) 契約事務において、津久井やまゆり園に係る樹木・庭園等の管理業務委託契約の締

結に当たり、実施結果の報告及び検査に関する規定を設けていなかった。また、業務

内容により単価が異なるにもかかわらず、受託者に実施結果の内訳を確認せずに委託

料を支払っていた。

(7) 公益財団法人神奈川産業振興センター

ア 監査実施日

平成24年11月７日（平成24年10月２日から同月４日まで職員調査）

イ 事業の概要

県内の中小企業対策の推進により、神奈川県内の産業振興を図ることを目的とし、中

小企業の様々な経営課題等の解決を支援するための相談、情報提供、企業ニーズに対応

した支援事業（創業支援、資金支援、国際化支援事業等）の展開及び他の支援機関との

連携・協働の推進などに関する事業を実施している。



ウ 監査の対象

県は次のとおり出資しており、平成23年度において財政的援助を行ったので、これら

に係る出納その他の事務の執行を監査した。

(ｱ) 出資

基本金 県の出資額 県の出資割合

円 円 ％

300,000,000 300,000,000 100.0

(ｲ) 補助金

名称 補助額

円

神奈川県中小企業支援センター事業費補助金 374,397,203
神奈川県中小企業支援センター中小企業経営資源強化対策 77,259,787
費補助金

下請企業振興事業補助金 22,513,000
中小企業経営・技術総合支援事業費補助金 399,000
神奈川県中小企業制度融資事業費補助金 1,193,204,987
産業集積促進融資事業費補助金 170,344,708
産業立地促進融資事業費補助金 36,423,281
小規模企業者等設備貸与資金事業費補助金 13,106,628
小規模企業者等設備貸与事業円滑化補助金 2,492,000
小規模企業者等設備資金貸付事業費補助金 40,800,995
神奈川県中小企業支援センター産業貿易振興事業費補助金 21,306,000
中国経済事務所運営事業費補助金 10,000,000

計 1,962,247,589

(ｳ) 貸付金

名称 前年度末残高 平成23年度 年度末残高

貸付額 償還額

円 円 円 円

小規模企業者 800,719,830 90,328,000 170,147,112 720,900,718

等設備貸与事

業

小規模企業者

等設備資金貸 3,070,103,758 540,200,000 650,748,200 2,959,555,558

付事業



商店街活性化

支援事業資金 7,022,966 0 5,278,966 1,744,000

貸付事業

計 3,877,846,554 630,528,000 826,174,278 3,682,200,276

(ｴ) 損失補償

名称 補償限度額

円

小規模企業者等設備貸与事業に係る損失補償 2,494,000,000

県中小企業制度融資、県産業集積促進融資及び県産業立 119,825,035,000
地促進融資を行う金融機関に対する預託金原資借入れに

係る損失補償

計 122,319,035,000

エ 指摘事項

会計事務処理において、次のとおり誤りがあり、事務処理が著しく不適切であった。

(ｱ) 投資有価証券の時価評価に伴い投資組合評価損を計上するに当たり、前期の評価額

と異なる価格を基に当期評価損益を算出したため、投資組合評価損が25,000,000円過

大となっていた。

(ｲ) 貸倒引当金の算定に当たり、金融商品会計基準に準じた算定方法に実務を改めたに

もかかわらず、根拠となる財務規程細則を見直していなかった。

(8) 株式会社東急コミュニティー

ア 監査実施日

平成24年11月６日（平成24年10月２日及び３日職員調査）

イ 事業の概要

指定管理者として、神奈川県立武道館、借上公共賃貸住宅及び神奈川県県営住宅等の

管理運営業務を行っている。

ウ 監査の対象

県は次のとおり平成23年度において指定管理者として施設管理を行わせたので、これ

に係る出納その他の事務の執行を監査した。

指定管理者による管理業務

指定管理施設名 指定管理料等

円

神奈川県県営住宅及び借上公共賃貸住宅（相模原 指定管理料 275,541,000



地域）

神奈川県県営住宅等（横須賀三浦地域） 指定管理料 402,735,000

神奈川県立武道館 指定管理料 35,431,000

利用料金収入 12,449,203

計
指定管理料 713,707,000

利用料金収入 12,449,203

エ 指摘事項

契約事務において、請負金額を覚書により減額変更するに当たり、印紙200円を貼付

していないものがあった。

(9) 公益財団法人神奈川県体育協会

ア 監査実施日

平成24年12月28日（平成24年11月21日職員調査）

イ 事業の概要

各種体育大会などの実施、スポーツ指導者の養成や国民体育大会参加選手の競技力の

向上、健康チェック及びスポーツ少年団の育成などスポーツの振興を行うとともに、神

奈川県立スポーツ会館の指定管理業務を行っている。

ウ 監査の対象

県は次のとおり平成23年度において財政的援助等を行ったので、これらに係る出納そ

の他の事務の執行を監査した。

(ｱ) 負担金

名称 負担額

円

国民体育大会等関連事業負担金 228,912,000

(ｲ) 指定管理者による管理業務

指定管理施設名 指定管理料等

円

神奈川県立スポーツ会館 指定管理料 20,997,000

利用料金収入 2,581,638

エ 指摘事項

契約事務において、神奈川県立スポーツ会館の管理に関する基本協定書に定める業務

委託実績報告書を県に提出していなかった。

(10) 東急コミュニティー・国際自然大学校グループ



ア 監査実施日

平成24年12月25日（平成24年11月７日及び８日職員調査）

イ 事業の概要

指定管理者として、神奈川県立愛川ふれあいの村の管理運営業務を行っている。

ウ 監査の対象

県は次のとおり平成23年度において指定管理者として施設管理を行わせたので、これ

に係る出納その他の事務の執行を監査した。

指定管理者による管理業務

指定管理施設名 指定管理料等

円

神奈川県立愛川ふれあいの村 指定管理料 133,245,000

利用料金収入 2,349,550

エ 指摘事項

収入事務において、次のとおり誤りがあり、事務処理が著しく不適切であった。

(ｱ) 神奈川県立愛川ふれあいの村の管理に関する基本協定書の規定に反し、指定管理料

の収入を専用の口座で管理していなかった。

(ｲ) 神奈川県立のふれあいの村条例の規定に反し、利用料金１件、20,500円を前納させ

ていなかった。

(11) 公益財団法人横浜ＹＭＣＡ

ア 監査実施日

平成24年12月13日（平成24年11月13日及び14日職員調査）

イ 事業の概要

指定管理者として、神奈川県立三浦ふれあいの村の管理運営業務を行っている。

ウ 監査の対象

県は次のとおり平成23年度において指定管理者として施設管理を行わせたので、これ

に係る出納その他の事務の執行を監査した。

指定管理者による管理業務

指定管理施設名 指定管理料等

円

神奈川県立三浦ふれあいの村 指定管理料 139,055,000

利用料金収入 2,038,350

エ 指摘事項

予算の執行において、水道料金２件、371,588円を、管理業務以外のその他の業務に

係る会計から支払っていた。



２ 指摘事項が認められなかった団体（17団体）

(1) 財団法人神奈川県厚生福利振興会

ア 監査実施日

平成24年10月26日（平成24年９月26日及び27日職員調査）

イ 事業の概要

県職員の厚生福利事業及び県民の自発的な余暇活動の支援事業を実施している。

ウ 監査の対象

県は次のとおり出資しており、平成23年度において財政的援助を行ったので、これら

に係る出納その他の事務の執行を監査した。

(ｱ) 出資

基本金 県の出資額 県の出資割合

円 円 ％

200,000,000 50,000,000 25.0

(ｲ) 損失補償

名称 補償限度額

円

財団法人神奈川県厚生福利振興会の資金借入 1,870,919,000
れに伴う金融機関に対する損失補償

エ 監査の結果

出資等に係る出納その他の事務の執行について、指摘事項は認められなかった。

(2) 公益財団法人神奈川文学振興会

ア 監査実施日

平成24年11月７日（平成24年10月11日職員調査）

イ 事業の概要

神奈川にゆかりのある近代文学に関する資料の収集・保存・展示を行うとともに、神

奈川近代文学館の施設及び設備の維持管理を行っている。

ウ 監査の対象

県は次のとおり出資しており、平成23年度において指定管理者として施設管理を行わ

せたので、これらに係る出納その他の事務の執行を監査した。

(ｱ) 出資

基本金 県の出資額 県の出資割合

円 円 ％

110,000,000 53,000,000 48.2

(ｲ) 指定管理者による管理業務



指定管理施設名 指定管理料等

円

神奈川県立神奈川近代文学館 指定管理料 391,896,000

利用料金収入 15,744,170

エ 監査の結果

出資等に係る出納その他の事務の執行について、指摘事項は認められなかった。

(3) 公益財団法人神奈川県私学退職基金財団

ア 監査実施日

平成24年12月20日（平成24年11月15日職員調査）

イ 事業の概要

私立の小学校、中学校、高等学校、中等教育学校及び特別支援学校を設置している加

入学校法人に対し、教職員等の退職金に係る資金の給付事業を行っている。

ウ 監査の対象

県は次のとおり平成23年度において財政的援助を行ったので、これに係る出納その他

の事務の執行を監査した。

補助金

名称 補助額

円

神奈川県私学教職員退職基金財団補助金 491,091,840

エ 監査の結果

補助金に係る出納その他の事務の執行について、指摘事項は認められなかった。

(4) 財団法人神奈川フィルハーモニー管弦楽団

ア 監査実施日

平成24年12月13日（平成24年10月26日職員調査）

イ 事業の概要

交響管弦楽により県民の情操を豊かにするとともに、音楽芸術の普及向上を図り、特

に音楽を通じて青少年の健全育成に寄与することを目的とし、演奏及び音楽鑑賞等の事

業を行っている。

ウ 監査の対象

県は次のとおり平成23年度において財政的援助を行ったので、これに係る出納その他

の事務の執行を監査した。

補助金

名称 補助額



円

財団法人神奈川フィルハーモニー管弦楽団補助金 195,000,000

エ 監査の結果

補助金に係る出納その他の事務の執行について、指摘事項は認められなかった。

(5) 社会福祉法人神奈川県民生福祉協会

ア 監査実施日

平成24年12月13日（平成24年11月16日職員調査）

イ 事業の概要

売春防止法による女性保護施設さつき寮の指定管理者として、多様化する要保護女子

の現状に対応しながら、自立への指導訓練を行っている。

ウ 監査の対象

県は次のとおり平成23年度において指定管理者として施設管理を行わせたので、これ

に係る出納その他の事務の執行を監査した。

指定管理者による管理業務

指定管理施設名 指定管理料

円

神奈川県女性保護施設さつき寮 121,774,095

エ 監査の結果

指定管理業務に係る出納その他の事務の執行について、指摘事項は認められなかった。

(6) 一般社団法人かながわ青少年協会

ア 監査実施日

平成24年12月３日（平成24年11月１日職員調査）

イ 事業の概要

指定管理者として、神奈川県立藤野芸術の家の管理運営業務を行っている。

ウ 監査の対象

県は次のとおり平成23年度において指定管理者として施設管理を行わせたので、これ

に係る出納その他の事務の執行を監査した。

指定管理者による管理業務

指定管理施設名 指定管理料等

円

神奈川県立藤野芸術の家 指定管理料 119,655,000

利用料金収入 36,959,005

エ 監査の結果



指定管理業務に係る出納その他の事務の執行について、指摘事項は認められなかった。

(7) 公益財団法人かながわ海岸美化財団

ア 監査実施日

平成24年11月16日（平成24年10月11日職員調査）

イ 事業の概要

海岸美化を目的として清掃、啓発、団体への支援及び調査研究等の事業を実施してい

る。

ウ 監査の対象

県は次のとおり出資しており、平成23年度において財政的援助を行ったので、これら

に係る出納その他の事務の執行を監査した。

(ｱ) 出資

基本金 県の出資額 県の出資割合

円 円 ％

1,789,278,035 1,400,000,000 78.2

(ｲ) 負担金

名称 負担額

円

海岸清掃事業負担金 116 ,361,300

エ 監査の結果

出資等に係る出納その他の事務の執行について、指摘事項は認められなかった。

(8) 社団法人神奈川県農業公社

ア 監査実施日

平成24年10月30日（平成24年10月２日職員調査）

イ 事業の概要

本県農業の振興のため、農業経営基盤強化促進法に基づく農地保有合理化事業（農地

の売買等）を実施している。

ウ 監査の対象

県は次のとおり出資しており、平成23年度において財政的援助を行ったので、これら

に係る出納その他の事務の執行を監査した。

(ｱ) 出資

基本金 県の出資額 県の出資割合

円 円 ％



119,800,000 40,000,000 33.4

(ｲ) 補助金

名称 補助額

円

農地保有合理化促進費補助金 4,677,884
神奈川県農業公社事業推進費補助金 11,008,000

計 15,685,884

(ｳ) 損失補償

名称 補償限度額

円

社団法人神奈川県農業公社の資金借入れに伴う金融機関に 432,688,000
対する損失補償

エ 監査の結果

出資等に係る出納その他の事務の執行について、指摘事項は認められなかった。

(9) 財団法人神奈川県生活衛生営業指導センター

ア 監査実施日

平成24年12月28日（平成24年11月６日職員調査）

イ 事業の概要

生活衛生関係営業に関する相談、指導等を行っている。

ウ 監査の対象

県は次のとおり出資しており、平成23年度において財政的援助を行ったので、これら

に係る出納その他の事務の執行を監査した。

(ｱ) 出資

基本金 県の出資額 県の出資割合

円 円 ％

15,048,000 6,000,000 39.9

(ｲ) 補助金

名称 補助額

円

財団法人神奈川県生活衛生営業指導センター 22,165,000

運営費補助金



生活衛生営業振興事業費補助金 32,154,000

計 54,319,000

エ 監査の結果

出資等に係る出納その他の事務の執行について、指摘事項は認められなかった。

(10) 社会福祉法人清和会

ア 監査実施日

平成24年11月２日（平成24年10月２日職員調査）

イ 事業の概要

指定管理者として、三浦しらとり園の管理運営業務を行っている。

ウ 監査の対象

県は次のとおり平成23年度において指定管理者として施設管理を行わせたので、これ

に係る出納その他の事務の執行を監査した。

指定管理者による管理業務

指定管理施設名 指定管理料等

円

三浦しらとり園 指定管理料 727,010,062

利用料金収入 627,945,717

エ 監査の結果

指定管理業務に係る出納その他の事務の執行について、指摘事項は認められなかった。

(11) 日本赤十字社神奈川県支部

ア 監査実施日

平成24年11月26日（平成24年10月30日職員調査）

イ 事業の概要

神奈川県ライトセンターの指定管理業務を行うとともに、赤十字病院の経営指導等を

実施している。

ウ 監査の対象

県は次のとおり平成23年度において財政的援助等を行ったので、これらに係る出納そ

の他の事務の執行を監査した。

(ｱ) 補助金

名称 補助額

円

秦野赤十字病院建設借入金償還補助金 217,796,455

院内保育事業運営費補助金（秦野赤十字病院） 1,009,000



新人看護職員研修事業費補助金（秦野赤十字病院） 441,000

災害時医療救護体制活動費補助金（秦野赤十字病院） 18,000

計 219,264,455

(ｲ) 指定管理者による管理業務

指定管理施設名 指定管理料

円

神奈川県ライトセンター 282,746,000

エ 監査の結果

補助金等に係る出納その他の事務の執行について、指摘事項は認められなかった。

(12) 横浜商工会議所

ア 監査実施日

平成24年11月13日（平成24年10月29日職員調査）

イ 事業の概要

中小企業者の経営を支援するために行う指導事業や講習会等の事業を実施している。

ウ 監査の対象

県は次のとおり平成23年度において財政的援助を行ったので、これに係る出納その他

の事務の執行を監査した。

補助金

名称 補助額

円

商工会・商工会議所地域振興事業費補助金 319,556,000

エ 監査の結果

補助金に係る出納その他の事務の執行について、指摘事項は認められなかった。

(13) 神奈川県住宅供給公社

ア 監査実施日

平成24年10月26日（平成24年９月24日から同月26日まで職員調査）

イ 事業の概要

地方住宅供給公社法に基づき、住宅の建設、賃貸その他の管理及び譲渡業務並びに住

宅の用に供する宅地の造成、賃貸その他の管理及び譲渡業務等を実施している。

ウ 監査の対象

県は次のとおり出資しており、平成23年度において財政的援助を行ったので、これら

に係る出納その他の事務の執行を監査した。



(ｱ) 出資

基本金 県の出資額 県の出資割合

円 円 ％

30,000,000 15,000,000 50.0

(ｲ) 補助金

名称 補助額

円

特定優良賃貸住宅家賃対策補助金 42,192,316

高齢者向け優良賃貸住宅家賃対策補助金 35,116,800

神奈川県住宅供給公社貸付金繰上償還資金借 217,688,591

入金利子補給金

神奈川県住宅供給公社賃貸住宅及びケア付高 169,781,766

齢者住宅建設事業資金民間金融機関借入に関

する利子補給金

ケア付高齢者住宅建設資金利子補給金 37,434,577

計 502,214,050

(ｳ) 貸付金

名称 前年度末残高 平成23年度 年度末残高

貸付額 償還額

円 円 円 円

ケア付高齢者住宅建 2,848,242,000 0 88,519,000 2,759,723,400

設事業資金

(ｴ) 損失補償

名称 補償限度額

円

神奈川県住宅供給公社の資金借入れに伴う金融機関等に 149,246,872,265
対する損失補償

エ 監査の結果

出資等に係る出納その他の事務の執行について、指摘事項は認められなかった。



(14) 公益財団法人神奈川県下水道公社

ア 監査実施日

平成24年11月16日（平成24年10月11日及び12日職員調査）

イ 事業の概要

県が設置する流域下水道施設の運転操作等維持管理業務及び流域関連公共下水道の水

質分析等技術的業務を受託するほか、下水道知識の普及啓発、下水道技術に関する調査

研究、下水道技術者の養成等を行っている。

ウ 監査の対象

県は次のとおり出資しているので、平成23年度における出納その他の事務の執行を監

査した。

出資

基本金 県の出資額 県の出資割合

円 円 ％

110,000,000 55,000,000 50.0

エ 監査の結果

出資に係る出納その他の事務の執行について、指摘事項は認められなかった。

(15) 公益財団法人神奈川県公園協会・株式会社オーチューグループ

ア 監査実施日

平成24年12月28日（平成24年11月21日及び22日職員調査）

イ 事業の概要

指定管理者として、神奈川県立辻堂海浜公園及び神奈川県立湘南汐見台公園の管理運

営業務を行っている。

ウ 監査の対象

県は次のとおり平成23年度において指定管理者として施設管理を行わせたので、これ

に係る出納その他の事務の執行を監査した。

指定管理者による管理業務

指定管理施設名 指定管理料等

円

神奈川県立辻堂海浜公園及び神奈川県立湘 指定管理料 0

南汐見台公園 利用料金収入等 287,017,536

エ 監査の結果

指定管理業務に係る出納その他の事務の執行について、指摘事項は認められなかった。



(16) 横浜緑地・西武造園・協栄グループ

ア 監査実施日

平成24年12月28日（平成24年11月26日職員調査）

イ 事業の概要

指定管理者として、神奈川県立三ツ池公園の管理運営業務を行っている。

ウ 監査の対象

県は次のとおり平成23年度において指定管理者として施設管理を行わせたので、これ

に係る出納その他の事務の執行を監査した。

指定管理者による管理業務

指定管理施設名 指定管理料等

円

神奈川県立三ツ池公園 指定管理料 71,715,000

利用料金収入等 47,333,090

エ 監査の結果

指定管理業務に係る出納その他の事務の執行について、指摘事項は認められなかった。

(17) アクティオ株式会社

ア 監査実施日

平成24年12月17日（平成24年11月14日及び15日職員調査）

イ 事業の概要

指定管理者として、神奈川県立相模湖交流センター及び神奈川県立足柄ふれあいの村

の管理運営業務を行っている。

ウ 監査の対象

県は次のとおり平成23年度において指定管理者として施設管理を行わせたので、これ

に係る出納その他の事務の執行を監査した。

指定管理者による管理業務

指定管理施設名 指定管理料等

円

神奈川県立相模湖交流センター 指定管理料 80,470,000

利用料金収入 6,653,975

神奈川県立足柄ふれあいの村 指定管理料 138,797,000

利用料金収入 2,288,550

計 指定管理料 219,267,000

利用料金収入 8,942,525



エ 監査の結果

指定管理業務に係る出納その他の事務の執行について、指摘事項は認められなかった。


